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１．当中間期決算に関する定性的情報 

 

（１）経営成績に関する説明 

当中間連結会計期間の我が国経済は、一部に新興国経済の減速の影響がみられるものの、緩やかな回

復基調を続けました。雇用・所得環境が着実に改善するなか、個人消費は底堅く推移するとともに、住

宅投資についても持ち直しの動きとなりました。また、企業収益が改善を続けるなか、設備投資は緩や

かに増加しました。一方、公共投資は高水準ながら緩やかな減少傾向となりました。 

金融面では、日本銀行による大規模な金融緩和政策の継続や米国における利上げ観測の高まりなどに

より、為替相場は一時、1ドル 125 円台まで円安・ドル高が進行しました。 

一方、国内株価については、好調な企業業績などを背景に、日経平均株価は一時、20,000 円を大き

く上回るなど、約 15 年ぶりの水準まで回復しましたが、その後は中国株式市場の大幅な下落や新興国

経済の減速などにより下落しました。 

当行の主要な営業基盤である長崎県経済は、緩やかな回復基調を続けました。生産面では、造船は既

往の受注を背景に高操業を維持しており、また電子部品等の生産は、 終製品需要が堅調に推移してい

ることなどを背景に増加基調となりました。 

需要面では、公共投資は弱い動きとなったものの、設備投資は増加しました。また、住宅投資は下げ

止まり、個人消費は底堅く推移しました。 
観光面は、主要施設の集客施策が功を奏したことや国際クルーズ船の寄港増加に加え、世界遺産登録

効果により引き続き好調に推移しました。 
なお、雇用・所得環境は労働需給が緩やかな改善を続け、雇用者所得は持ち直しました。    

このような経済環境のなか、当中間連結会計期間の経営成績につきましては、以下の通りとなりまし

た。 

経常収益は、貸出金利息等が減少したものの、有価証券関係収益が増加したことなどにより、前年同

期比 13 億 69 百万円増加し、256 億 48 百万円となりました。 

経常費用は、営業経費が減少したものの、資金調達費用の増加等により、前年同期比４億 34 百万円

増加し、189 億 93 百万円となりました。 

以上の結果、経常利益は、前年同期比９億 34 百万円増加し、66億 55 百万円となりました。 

親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比９億 33百万円増加し、45億 32百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

調達面では、譲渡性を含む預金が前連結会計年度末比369億円増加し、２兆5,081億円となりました。 

運用面では、貸出金が前連結会計年度末比 40 億円減少し、１兆 4,472 億円となり、有価証券が前連

結会計年度末比 292 億円減少し、１兆 1,271 億円となりました。 

総資産は、前連結会計年度末比 681 億円増加し、２兆 8,493 億円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当中間連結会計期間の結果を踏まえ、平成 27 年５月８日に発表しました連結業績予想を修正してお

ります。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）当中間期における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 
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（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

企業結合に関する会計基準等の適用 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日。以下「連

結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13

日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当中間連結会計期間から適用し、支配が継続している

場合の子会社に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用

を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当中間連結会計期間の

期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを

企業結合日の属する中間連結会計期間の中間連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、

中間純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当

該表示の変更を反映させるため、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、中間連結財務諸

表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

   企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58-２項（４）、連結会計基準第 44-５項

（４）及び事業分離等会計基準第 57-４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当中間連結会

計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

   なお、当中間連結会計期間において、中間連結財務諸表に与える影響額はありません。 
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
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